
注）釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条例施行規則の一部を改正

する規則（令和８年釧路市規則第４３号）による改正後の条文［令和８年

１２月２３日施行］  

 

〇釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条例施行規則  

 

令和７年９月２５日  

釧路市規則第４６号  

（趣旨）  

第１条 この規則は、釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条例（令

和７年釧路市条例第３７号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例

による。  

（近隣区域の範囲）  

第３条 条例第２条第８号アの規則で定める範囲は、次の各号に掲げる太陽

光発電施設の出力の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。  

(1) ５０キロワット未満  事業区域の境界から１００メートル以内  

(2) ５０キロワット以上４万キロワット未満  事業区域の境界から３００

メートル以内  

(3) ４万キロワット以上  事業区域の境界から１キロメートル以内  

（禁止区域）  

第４条 条例第６条第３項の規則で定める禁止区域は、次のとおりとする。  

(1) 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２条の規定により指定された砂

防指定地  

(2) 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第４項に規定する臨港地

区及び同法第３７条第１項に規定する港湾隣接地域  



(3) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第２項第１号の森林の区

域及び同法第２５条第１項の保安林  

(4) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項第１号ロに掲げる

農地  

(5) 海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の海岸保全区域  

(6) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第１項の特別地域  

(7) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべ

り防止区域  

(8) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６条第１項に規定する河川区

域、同法第５４条第１項の河川保全区域及び同法第５６条第１項の河川

予定地  

(9) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５

７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域  

(10)農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条

第２項第１号に規定する農用地区域  

(11)土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（

平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域  

(12)鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法

律第８８号）第２９条第１項の特別保護地区  

（事前協議）  

第５条 申請予定者は、条例第９条第１項の規定による届出をしようとする

ときは、事業計画届に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。  

(1) 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表  

(2) 事業区域内の土地に係る登記事項証明書  

(3) 事業区域内の土地に係る公図の写し  

(4) 事業区域の位置図  

(5) 事業区域の区域図  



(6) 土地利用計画平面図  

(7) 太陽光発電施設の構造図  

(8) 現況写真  

(9) 近隣区域の範囲を示した図面  

(10)申請予定者の登記事項証明書（法人の場合に限る。）  

(11)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  条例第９条第３項の規定による通知は、事前協議終了通知書によるもの

とする。  

３  条例第９条第４項の規定により公表する内容は、同条第１項の規定によ

る届出の受理年月日並びに同条第２項第１号、第２号及び第４号に掲げる

事項とする。  

（住民等説明会）  

第６条 申請予定者は、条例第１１条第１項に規定する説明会（以下「住民

等説明会」という。）の開催を予定する日の１４日前までに、近隣住民等

に対して、住民等説明会を開催する場所及び日時を投函又は戸別訪問によ

り書面を配布する方法その他市長が適当と認める方法により通知しなけれ

ばならない。  

２  申請予定者は、住民等説明会において次に掲げる事項について説明しな

ければならない。  

(1) 実施しようとする太陽光事業の概要  

(2) 関係法令の遵守に関する事項  

(3) 事業区域についての所有権その他の使用の権原の取得に関する事項  

(4) 周辺地域の安全、自然環境及び生活環境に対して及ぼし得る影響並び

にその予防措置の内容  

(5) 実施しようとする太陽光事業に伴い生じ得る廃棄物の撤去その他の処

理に関する事項  

(6) 前各号に掲げるもののほか、事前協議において、市長が通知する事項  

３  申請予定者は、住民等説明会において、近隣住民等からの質問等に回答



するための質疑応答の機会を確保しなければならない。  

４  申請予定者は、住民等説明会の内容を録音及び録画を同時に行う方法に

より記録媒体に記録し、太陽光発電施設を廃止するまでの間適切に保管し

なければならない。  

５  申請予定者は、住民等説明会の開催後、１４日以上の期間を設けて当該

住民等説明会に参加した近隣住民等からの質問等を受け付けた上で、当該

質問等に対して書面をもって回答しなければならない。  

６  条例第１１条第３項の規定による届出は、住民等説明会の開催を予定す

る日の１４日前までに、住民等説明会開催届により行わなければならない。  

（設置事業の許可申請）  

第７条 事業者は、条例第１２条第１項の規定による申請を行うときは、設

置事業許可申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。  

(1) 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表  

(2) 事業区域内の土地に係る登記事項証明書  

(3) 事業区域内の土地に係る公図の写し  

(4) 事業区域の位置図  

(5) 事業区域の区域図  

(6) 土地利用計画平面図  

(7) 現況図  

(8) 現況写真  

(9) 土地求積図  

(10)太陽光発電施設の構造図  

(11)工事工程表  

(12)事業者等の登記事項証明書（法人の場合に限る。）  

(13)住民等説明会に係る報告書  

(14)関係機関との協議内容が確認できる書類  

(15)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  



２  市長は、条例第１２条第１項の許可をしたとき又はしないときは、設置

事業許可（不許可）通知書により、その旨を事業者に通知するものとする。  

３  条例第１２条第２項第１７号の規則で定める事項は、次のとおりとする。  

(1) 条例第１２条第１項の規定による申請を行う事業者が、当該申請に係

る設置事業により設置する太陽光発電施設において、自ら発電事業を実

施しない場合は、発電事業を行う者の氏名及び住所  

(2) 発電事業により発電した電力の用途  

４  条例第１２条第３項の規定により公表する内容は、同条第１項の規定に

よる申請の受理年月日並びに同条第２項第１号、第２号及び第８号に掲げ

る事項並びに同項第１６号に規定する廃棄等費用の確保に関する計画の概

要とする。  

（設置許可の基準）  

第８条 条例第１３条第１項第４号の規則で定める基準は、次のとおりとす

る。  

(1) 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法

律第７５号）第４条第３項に規定する国内希少野生動植物種及び文化財

保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１０９条第１項又は釧路市文化

財保護条例（平成１７年釧路市条例第２７７号）第４条第１項の規定に

基づき指定された天然記念物に係る対応について、設置事業の着手に先

立って必要となる関係機関との協議を終えていること。  

(2) 条例第１２条第２項の事業計画に条例第１０条第１項に規定する保全

計画が含まれる場合には、その内容が特定保全種の保全に重大な支障を

生じないよう配慮したものであると認められること。  

(3) 事業区域内において実施しようとする樹木の伐採その他の植生に影響

を与える行為が、設置事業を実施する上で必要最小限であると認められ

ること。  

２  条例第１３条第１項第５号の規則で定める基準は、次のとおりとする。  

(1) 事業区域の規模及び地形、太陽光発電施設に係る設備機器の種類、周



辺の状況、降水量等を勘案し、雨水を有効かつ適切に処理できるよう計

画されたものであること。  

(2) 事業区域内の雨水の全量を、当該事業区域内において浸透処理するこ

と。ただし、やむを得ないと認められる場合であって、水路管理者、権

利者、利用関係者等の同意が得られたときにあっては、既設の水路へ接

続できるものであること。  

(3) １ヘクタール以上の事業区域において雨水流出の変化が予想される場

合においては、防災調整池その他の流出抑制措置が講じられていること。  

３  条例第１３条第１項第６号の規則で定める基準は、次のとおりとする。  

(1) 事業区域に接する道路の幅員が４メートル未満の場合は、当該道路の

中心から２メートル以上の敷地を確保していること。  

(2) 車両の通行に支障を及ぼさないよう措置が講じられていること。  

(3) 大型車両の通行等による既存道水路の破損等を防止する措置が講じら

れていること。  

４  条例第１３条第１項第７号の規則で定める基準は、次のとおりとする。  

(1) 事業区域の近隣に建築物、公園、道路等（以下「建築物等」という。

）がある場合は、太陽光発電施設により反射される太陽光が当該建築物

等の利用に支障を及ぼさないよう措置が講じられていること。  

(2) 工事に伴う騒音及び振動を防止するための措置が講じられていること。  

(3) 近隣区域内に家屋がある場合は、太陽光発電施設から生じる低周波音

を防止するための措置が講じられていること。  

(4) 太陽光発電施設を適切に運用するための保守点検並びに太陽光発電施

設及びその事業区域の維持管理に係る必要な手法及び体制が整えられて

いること。  

(5) 太陽光発電施設の廃止後における当該太陽光発電施設の解体及び撤去

並びにこれに伴い発生する廃棄物の処理に係る必要な手法及び体制が整

えられていること。  

(6) 設置事業を実施する時間、期間等が、近隣住民等の生活環境へ与える



影響が最小限となるものであること。  

(7) 太陽光発電施設が、電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９

年通商産業省令第５２号）に適合していること。  

（変更の許可等）  

第９条 事業者は、条例第１４条第１項の規定による申請を行うときは、設

置事業変更許可申請書に事業計画の変更内容が確認できる書類その他市長

が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

２  市長は、条例第１４条第１項の許可をしたとき又はしないときは、設置

事業変更許可（不許可）通知書により、その旨を事業者に通知するものと

する。  

３  条例第１４条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次のとおり

とする。  

(1) 条例第１２条第２項第１号に掲げる事項の変更  

(2) 事業計画が条例第１３条第１項各号のいずれにも該当するものである

か否かの審査に影響を与えるものでないことが明らかである当該事業計

画の変更その他市長が事業計画の内容を再度審査する必要がないと認め

るもの  

４  条例第１４条第３項の規定による届出は、事業計画変更届によるものと

し、市長は当該届出が前項第１号に係るものであるときは、第１９条に規

定する方法により、その内容を公表するものとする。  

（技術的読替え等）  

第１０条  条例第１４条第２項の規定による技術的読替えは、別表のとおり

とする。  

２  条例第１４条第２項の規定により条例第９条及び第１１条の規定を準用

する場合における第５条及び第６条の規定の適用については、第５条第１

項中「申請予定者は、条例第９条第１項」とあるのは「条例第１４条第２

項において準用する条例第９条第１項に規定する申請予定者（以下「申請

予定者」という。）は、同項」と、「次に掲げる書類」とあるのは「事業



計画の変更内容が確認できる書類その他市長が必要と認める書類」と、第

５条第２項中「条例第９条第３項」とあるのは「条例第１４条第２項にお

いて準用する条例第９条第３項」と、第５条第３項中「条例第９条第４項

」とあるのは「条例第１４条第２項において準用する条例第９条第４項」

と、第６条第１項中「条例第１１条第１項」とあるのは「条例第１４条第

２項において準用する条例第１１条第１項」と、第６条第２項中「次に掲

げる事項」とあるのは「次に掲げる事項及び事業計画の変更内容」と、同

項第６号中「条例第９条第１項」とあるのは「条例第１４条第２項におい

て準用する条例第９条第１項」と、第６条第６項中「条例第１１条第３項

」とあるのは「条例第１４条第２項において準用する条例第１１条第３項

」とする。  

（標識）  

第１１条  条例第１８条の標識には、次に掲げる期間の区分に応じ、当該各

号に掲げる事項を記載しなければならない。  

(1) 設置事業を実施している期間  次に掲げる事項  

ア  設置事業を実施している旨  

イ  事業区域の所在地及び面積  

ウ  設置する太陽光発電施設の出力  

エ  設置事業を実施する者の氏名及び住所並びに連絡先  

オ  工事施工者の氏名及び住所並びに連絡先  

カ  設置事業の完了予定年月日  

(2) 設置事業の完了後から太陽光発電施設を廃止するまでの間  次に掲げ

る事項  

ア  太陽光発電施設である旨  

イ  太陽光発電施設の名称及び所在地  

ウ  太陽光発電施設の出力  

エ  発電事業を実施する者の氏名及び住所並びに連絡先  

オ  保守点検責任者の氏名及び住所並びに連絡先  



カ  太陽光発電施設の運転開始年月日  

（着手の届出）  

第１２条  条例第１９条第１項の規定による届出は、設置事業に着手する日

の１０日前までに、設置事業着手届により行わなければならない。  

（完了の届出等）  

第１３条  条例第２０条第１項前段の規定による届出は、設置事業が完了し

た日から起算して１４日以内に、設置事業完了届により行わなければなら

ない。  

２  条例第２０条第１項後段の規定による届出は、設置事業を廃止した日か

ら起算して１４日以内に、設置事業廃止届により行わなければならない。  

（定期報告）  

第１４条  条例第２２条第１項の規定による報告は、毎年度、市長が別に定

める期日までに、維持管理状況等定期報告書により行わなければならない。  

２  条例第２２条第２項の規則で定める財務計算に関する諸表は、事業者が

法人である場合に係る同条第１項の規定による報告をする日の属する事業

年度の直前の事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、個別注記表及びキャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フロー

計算書にあっては、事業者が作成している場合に限る。）とする。  

（事故等の報告）  

第１５条  条例第２３条の規定による報告は、同条の場合において速やかに、

事故等報告書により行わなければならない。  

（廃止等の届出）  

第１６条  条例第２４条第１項の規定による届出は、太陽光発電施設を撤去

しようとする日の３０日前までに、廃止等届により行わなければならない。  

２  条例第２４条第２項の規定による届出は、太陽光発電施設の撤去が完了

した日から起算して１０日以内に、撤去完了届により行わなければならな

い。  

（地位の承継に係る届出）  



第１７条  条例第２５条第２項の規定による届出は、同条第１項の規定によ

る承継の日から起算して１０日以内に、地位承継届により行わなければな

らない。  

（許可の取消し等の公表）  

第１８条  条例第３０条第１項の規定による公表は、同項に規定する場合に

至った経緯を明示して行うものとする。  

（公表の方法）  

第１９条  条例第９条第４項及び第１１条第４項（条例第１４条第２項にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）並びに条例第１２条第３項、

第１３条第４項（条例第１４条第２項において準用する場合を含む。）、

第１９条第２項、第２０条第２項、第２２条第４項、第２４条第３項、第

２５条第３項並びに第３０条第１項の規定による公表は、市のホームペー

ジへの掲載その他市長が適当と認める方法により行うものとする。  

（様式）  

第２０条  この規則における申請書、通知書、届出書等の様式は、別に定め

る。  

（委任）  

第２１条  この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

この規則は、令和７年１０月１日から施行する。  

  附 則（令和８年７月６日規則第４３号）  

（施行期日）  

１  この規則は、令和８年１２月２３日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則による改正後の釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条

例施行規則（第１６条を除く。）の規定は、この規則の施行の日以後に行

われる許可申請（釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条例（令和

７年釧路市条例第３７号）第１２条第１項の規定による申請をいう。以下



同じ。）に係る太陽光事業について適用し、同日前に行われた許可申請に

係る太陽光事業については、なお従前の例による。  

別表  

読み替える  

条例の規定  
読み替えられる字句  読み替える字句  

第９条第１項  第１２条第１項  第１４条第１項  

を市長に  の変更内容を市長に  

第９条第２項  には、次に掲げる事項を定

めなければならない  

は、第１２条第１項の許可

に係る事業計画をいう  

第９条第４項  とする  とする。ただし、当該届出

に係る事業計画の変更内容  

が第２項第２号及び第４号

に掲げる事項に係るもので

ないときは、この限りでな

い  

第１０条第１項  前条第１項  第１４条第２項において準

用する前条第１項  

届出のあった事業計画  変更内容の届出のあった事

業計画について、当該変更

後  

作成  作成又は修正  

第１０条第２項  作成  作成又は修正  

第１１条第１項  次条第１項  第１４条第１項  

第１３条第１項  前条第１項  次条第１項  

設置許可  変更許可  

事業計画  変更後の事業計画  

第１３条第１項

第３号  

第１６条第１項  第１６条第５項  

同項  同項において準用する同条

第１項  

同条第３項  同条第５項において準用す

る同条第３項  

第１３条第２項  設置許可  変更許可  

第１３条第２項

第１号  

第１１条第１項  次条第２項において準用す

る第１１条第１項  

第１３条第３項  設置許可  変更許可  

第１３条第４項  設置許可をしたとき又はし

ないときは、規則で定める  

規則で定めるところにより

、変更許可をしたときはそ  



 ところにより、  の旨及び当該変更許可に係

る事業計画の変更内容（前

条第３項の規定により公表

した内容に係るものに限る

。）を、変更許可をしない

ときは  

 


